第１回大阪府国民保護協議会　結果概要
平成17年５月27日(金) 13:00～14:00

ホテルプリムローズ大阪 ２階 鳳凰

■ 知事挨拶 (概要)
国民保護法が施行され、これに基づいて地方自治体は「国民保護計画」を策定することになった。今日はそのキックオフ。
策定にあたって、次の３点を申し上げたい。
(1) 大阪を中心とする近畿・京阪神エリアは大都市圏であり、この地域に何かあれば、日本全体に、アジアに、世界に大きな影響を及ぼす。自らの地域は自らが守っていかなければならない。また、東京に何かがあれば、その代替機能は大阪が果たさなければならない。そういう意味も含めて、我々のなすべきことは、日本の中で見ても大変大きな位置付けを持っている。
(2) 阪神・淡路大震災の際、「ボランティア元年」という言葉も生まれたが、その経験から、この地域には自助・共助の精神が根付いている。大震災以前から大阪は、助け合い、支え合うという精神が根付き、また自主的なコミュニティ活動も大変深い伝統を持っているので、この精神を大いに発揮して、助け合ってみんなが命と財産を守り合っていくということを皆さんとともに考えなくてはならない。
(3) 大阪府民880万人、もっと言えば京阪神都市圏全体、50キロ圏で1870万人が住むアジアの大都市圏で、何か起こったときに、自分たちは何をすべきか、どのように行動すべきなのかということを、今この時点から、みんなが情報を共有化し、意識を持って、この国民保護計画の策定に取り組んでいくということが大事。
武力攻撃やテロといった事態は絶対にあってほしくないし、あってはならないが、昨年の自然災害や最近の大きな事故をみると、いつ何時何が起こるか分からない時代であることは言うまでもない。万が一、不幸にもそのような事態が発生した場合には、今申し上げた視点・意識を持って、オール大阪で、また近隣府県とも協働しながら、力を合わせ対応していくという形で、皆様方にはお知恵を絞っていただければと思っているので、積極的なご協力をよろしくお願い申し上げる。
■ 議題１　大阪府国民保護協議会の設置・運営について
・国民保護法第37条・第38条、大阪府国民保護協議会条例、大阪府国民保護協議会運営要綱について、事務局より説明。
・会長の職務代理者に、梶本委員(副知事)を指名。
・会議の公開について、原則公開とし、非公開とすべき案件を審議する必要が生じた場合はその都度会議に諮って決定することを決めた。
■議題２　大阪府の国民の保護に関する計画について (諮問)

・国民保護法第37条第３項の規定に基づき、大阪府の国民の保護に関する計画をいかに策定するかについて、知事から協議会に諮問。
■議題３　国民保護に関する検討報告書

・昨年度に設置・開催した「大阪府国民保護検討委員会」において取りまとめた「国民保護に関する検討報告書」について、室﨑委員(検討委員会委員長)(消防研究所理事長) より説明。
■議題４　国民保護計画の策定の流れ・計画策定スケジュール

・国民保護計画の策定の流れ、計画策定スケジュールについて、事務局より説明。
・17年度中の計画策定に向け、計画概案を８月頃、答申を11月頃に行うことを決定。
■議題５　その他

【委員意見】
・　事が起きれば、現場にまず駆けつけるのは地元市町村と消防。一方で、事態の状況や避難指示は国と府から下りてくる。関係機関の連携が図れるよう情報がうまく噛み合うようにしておくべき。
・　国民保護措置を実施する公共機関で働く人の二次災害が心配。職場の安全を確保するという観点で検討してほしい。
・　有事は起こり得る。企業の間でも、人的災害は次第に議論されるようになっている。計画を作るとともに、自分の身は自分で守る自覚を促すような意識の醸成を図るべき。
・ 「国民」保護計画という名称に外国人は違和感を感じる。
・ 「国民保護」という名称は国が定めたものだが、府の計画では「住民」という観点を前面に出すべきでは。また、府の計画策定のためには国の情報が必要。国の機関は十分な情報を提供してほしい。
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